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１.地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

① 構成市町村：三重県 南伊勢町 

② 面積：241.89km2 

③ 人口：12,872人 

（平成 30年 10月 1日現在:住民基本台帳） 

④ 地域の要件：半島地域・過疎地域 

山村地域（一部） 

⑤ 廃棄物処理施設  

・クリーンセンターなんとう 

・南勢クリーンセンター 

・南勢一般廃棄物最終処分場 

・さいたエコ・センター 

・きりはらコンポストセンター 

・やまだエコセンター 

 

（２）計画期間 

本計画は、令和 2年 4月 1日から令和 7年 3月

31日までの 5年間を計画期間とする。 

 なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

 

（３）基本的な方向性 

１）地域の特徴と循環型社会形成に向けた基本的な方向性 

南伊勢町(以下、｢本町｣という。)は、紀伊半島東南部に位置し、東は志摩市、北は伊

勢市、度会町、西は大紀町に接しており、南側は、熊野灘に面してリアス海岸を有し、

町域の 6割が伊勢志摩国立公園に指定され、豊かな自然環境が保たれている。 

主要な産業は、農林漁業であり、県下一の水産物の産地である。 

このような地域特性のもと、本町のごみ処理の方針としては、現行の分別区分及び処

理体制を維持していくことを基本とし、あわせて地域住民、事業者、行政の三者が一体

となって、ごみの発生抑制、再使用、資源化に向けた取り組みを推進することにより、

循環型社会の構築及び人と自然と産業との調和を目指す。 

 

２）ごみ処理に関する基本的な方向性 

本町のごみの焼却処理及び資源化については、鳥羽志勢広域連合「やまだエコセンタ

ー」で中間処理を行っており、可燃ごみについては、高効率ごみ発電施設で焼却処理を

行い、スラグ・メタルを回収しており、発生した溶融飛灰については、民間事業所に最

対象地域図 
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終処分を委託している。 

また、不燃ごみについては、「やまだエコセンター」のリサイクルセンターで破砕処

理するもしくは、｢最終処分場(クリーンセンターなんとう)｣及び｢南勢一般廃棄物最終

処分場｣に直接埋め立て処分し、粗大ごみについては、「やまだエコセンター」のリサイ

クルセンターに搬入し、資源化している。 

なお、資源ごみのうち「紙類」、「ビン類、ガラス類」、「カン」、「その他プラスチック」

「白色トレイ」、「ペットボトル」、「発砲スチロール」、「蛍光灯・乾電池」については、

「やまだエコセンター」のリサイクルセンターで資源化を行っているが、「古着」につ

いては、｢クリーンセンターなんとう」及び｢南勢一般廃棄物最終処分場｣に搬出され、

民間事業所に委託している。 

「クリーンセンターなんとう」については、「やまだエコセンター」へのごみ運搬の

中継施設として利活用すること、可燃性粗大ごみ処理の効率化のため、施設跡地を有効

活用した破砕機の設置（チップ化施設）を検討している。「さいたエコ・センター」に

ついては、施設廃止手続きを行い、住民の方から排出された廃棄物のうち、引き続き活

用可能な日用品等をリユースするための展示会場、リユース品ストックヤードとして

活用する等の跡地活用を検討していく。 

また、公共施設・食品加工場排出残渣については「きりはらコンポストセンター」

で堆肥化され町内の農業者に配布し有効利用されている。 

 

 

３）生活排水処理に関する基本的な方向性 

本町は、公共下水道区域、農業集落排水区域、漁業集落排水区域、合併処理浄化槽

区域で構成されている。 

平成 30年 10月時点での汚水衛生処理率は 74.1％である。 

今後は以下の施策を展開することにより、汚水衛生処理率の向上を目指す。 

〇 公共下水道区域、農業集落排水区域及び漁業集落排水区域内においては、接続率

の増加を図る。 

〇 合併処理浄化槽区域では、非水洗処理、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽（町

設置型、個人設置型）への転換を図る。 

〇 混合し尿(生し尿・浄化槽汚泥)については「鳥羽志勢広域連合鳥羽志勢クリーン

センター」にて汚泥熱分解処理・堆肥化を行い地域の農業者に配布し有効活用す

る。 

〇 農業集落排水区域、漁業集落排水区域、合併処理浄化槽区域から発生する汚泥に

ついては「きりはらコンポストセンター」にて堆肥化し、地域の農業者に配布し

有効活用する。なお、現在きりはらコンポストセンターで処理しきれない汚泥に

ついては民間業者にて埋め立て処理を行っているが、今後センターの改修に伴

い、全量を堆肥化していきたいと考えている。 
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４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

三重県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、「三

重県ごみ処理広域化計画」を策定している。 

本町においては、令和 5 年 3 月まで「クリーンセンターなんとう」（焼却処理施設、

粗大ごみ処理施設等）へ搬出し、焼却処分を行っていたが、ごみ処理体制の広域化を目

的とし、平成 17年 10月に鳥羽市、志摩市、南伊勢町を構成団体とした「鳥羽志勢広域

連合」を設立し、令和 5年 4月からごみの中間処理は「やまだエコセンター」で行って

おり、広域化している。 

また、「クリーンセンターなんとう」については、「やまだエコセンター」へのごみ

運搬の中継基地として利活用することを検討しており、「さいたエコ・センター」に

ついては、処理体制の変更に伴い、施設の廃止手続きを進めている。 

 

５）プラスチック資源の分別ルールの啓発及び再商品化に係る実施内容 

  これまで、本町では、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

（容器包装リサイクル法）に基づき、分別収集、再商品化が進められてきたが、プラ

スチック容器包装廃棄物以外のプラスチック使用製品廃棄物は、異物として除去され

再商品化は行われていなかった。 

本町が、住民への「ごみの出し方・分け方」においては同一回収日に各地区の集積

場に併せて排出されており、さいたエコセンターにて清掃職員、シルバー人材センタ

ーの協力により、容器包装プラスチックと製品プラスチックの選別作業を行ってい

る。 

  容器包装プラスチックについては、選別作業後に再商品化に向け鳥羽志勢広域連合

やまだエコセンターに搬入され、圧縮減容化(ベール化)し、再商品化事業者に引き取

られているものの、製品プラスチックについては、再商品化に向け対応可能な収集、

選別体制は確立されているが、フレーク化等の処理設備、設備増設スペース等が無い

のが現状であり再商品化は行われていない。 

製品プラスチックの再商品化については、本町だけでなく、広域連携による対応が

必要となるため、鳥羽志勢広域連合、構成市町と協議し、財政状況等を踏まえながら

再商品化の実施方法や実施時期について検討を行う。   
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状        

平成 30年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図２.１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

 

 

 

 

 

（２）生活排水処理の現状 

平成 30年度の生活排水の処理及びし尿・汚泥等の排出量は図２.２のとおりである。 
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（公共下水道＋農業・漁業集落排水施設等＋合併処理浄化槽の各人口）
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図２.１ 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 30年度） 
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図２.２  生活排水の処理状況フロー（平成 30年度） 

  

人

人 人

人 人

人

人

人

公共下水道

2,643 (20.5%)

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

9,537 (74.1%) 5,515 (42.9%)

単独処理浄化槽

未処理人口 1,300 ( 10.1%)

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

12,872 (100%) 1,379 ( 10.7%) 2,923 kl/年

3,335 ( 25.9%)

非水洗化人口 し尿発生量

2,035 ( 15.8%) 2,629 kl/年
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画期間中においては、廃棄物の減量化、資源化を含め循環型社会の実現を目指

し、表２.１のとおり目標値を定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

表２.１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

  
事業系　総排出量 672 トン 437 トン ( -35.0% )

　　　　　 1事業所当たりの排出量※２ 1.05 トン/事業所 0.88 トン/事業所 ( -16.2% )

家庭系　総排出量 3,907 トン 2,702 トン ( -30.8% )

　　　　　 1人当たりの排出量※３ 258 kg/人 252 kg/人 ( -2.3% )

合　計 事業系家庭系排出量合計 4,579 トン 3,139 トン ( -31.4% )

直接資源化量 298 トン ( 6.5% ) 213 トン ( 6.8% )

総資源化量 731 トン ( 16.0% ) 508 トン ( 16.2% )

MWh

GJ

最終処分量 埋立最終処分量 624 トン ( 13.6% ) 159 トン ( 5.1% )
※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は　排出量＋集団回収量に

　　　 対する割合

※２　(1事業所当たりの排出量)＝｛(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)｝／(事業所数)

※３　(1人当たりの排出量)＝｛(家庭系ごみの総排出量)－(家庭系ごみの資源ごみ量)｝／(人口)

《指標の定義》

　排　出　量　　　：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収量を除く｡)〔単位：トン〕

　総資源化量　　：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

　エネルギー回収量 　 ：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

　減量化量　     ：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位：トン〕

　最終処分量    ：埋立処分された量〔単位：トン〕

- -

再生利用量

エネルギー回収量
エネルギー回収量
（年間の発電電力量及び熱利用量）

指　 　　　標 現　状 (割合
※１

) 目　標 (割合
※１

)
(平成30年度) (令和7年度)

排　出　量
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本計画目標達成時の一般廃棄物の処理状況フローは、図 2.3のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図２.３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 7年度） 
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（４）生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表２.２に掲げる目標のとおり、公共下水道等の整備等を

進めていくものとする。 

表２.２  生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  *1 一般廃棄物処理事業実態調査

5,515 人 人3,983

平成30年度実績*1 令和7年度目標

人 (20.5%)

829 人 (6.5%) 542

公共下水道 2,643 人 (20.5%) 1,856

人 (6.0%)

農業集落排水施設等

農業集落排水施設

(42.9%) (44.0%)

合併処理浄化槽等 1,379 人 ( 10.7%) 1,674 人 ( 18.4%)

4,686 人 (36.4%) 3,441 人 (38.0%)漁業集落排水施設

未処理人口 3,335 人 ( 25.9%) 1,547 人 ( 17.1%)

し
尿
・
汚
泥
の
量

汲み取りし尿量 2,629 キロリットル 719

処
理
形
態
別
人
口

キロリットル

浄化槽汚泥量 2,923 キロリットル 2,627 キロリットル

合　　計 12,872 人 9,060 人

合　　計 5,552 キロリットル 3,346 キロリットル
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本計画目標達成時の生活排水の処理状況のフローは、図 2.4のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.４  生活排水の処理状況フロー（令和 7年度） 
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未処理人口

1,547 ( 17.1%)

し尿発生量

719 kl/年

単独処理浄化槽

976 ( 10.8%)

非水洗化人口

571 ( 6.3%)
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３.施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 

１）住民意識の向上 

住民、事業者に対してごみの減量化・再生利用、さらにはごみの適切な出し方に関

する啓発を徹底するとともに、啓発が効果的なものとなるよう関係団体とも協力しつ

つ、新たな啓発手法の開発に努める。 

また、ごみの減量化に関する社会意識を育てるため、学校や地域社会の場におい

て、副読本を活用した教育やごみ処理施設の見学会などの教育啓発活動に積極的に取

り組むものとする。 

① 啓発事業    

地域の公民館などでリサイクルやごみ減量化に関する講習会を開催し、担当職員

を派遣するなどし、住民とのコミュニケーションを図る。または資料等を作成し、

住民に周知させる。 

①  住民への周知 

「広報みなみいせ」、町ホームページ及び南伊勢町行政チャンネル文字放送等を

通じて、ごみの減量・資源化のための情報発信・提供を推進する。「南伊勢町生活

カレンダー」の周知を図るとともに、新たな取り組みとしてＱＲコードを利用した

適正な分別支援対策を実施する。 

③ 地域活動の支援   

小・中学生を対象にごみ処理・処分施設の施設見学等の推進や環境教育を追求す

ることにより、環境に配慮した考え方のできる人づくりを進める。また、成人につ

いては、環境問題に対する啓発を行うことにより、現在のライフスタイルの見直

し、環境問題への積極的な取り組みへの協力を要請する。 

２）協力体制の整備 

地域住民、事業者、行政が一体となってごみ問題について考えていくため、廃棄物

減量化等推進審議会と共に時々の問題について協議する場をつくる。 

また、住民及び事業者に対し、ごみの出し方等の指導や助言が行え、同時に地域の

声を取り入れる窓口となる廃棄物減量等推進員の配置を各自治会に働きかける。 

３）ごみ処理の有料化の見直し 

現在、実施している指定袋による生活系ごみ及び粗大ごみの有料収集については、

今後の排出量の状況や減量化目標の達成状況等をみながら、必要に応じて価格の見直

しについて検討する。 

また、直接搬入ごみや事業系ごみの処理手数料についても、必要に応じて見直しを

検討していくものとする。        

４）過剰包装等の抑制 

買い物袋（マイバッグ）持参運動を推進するとともに、小売店・スーパー等に対し

て過剰包装の自粛を働きかける。また、各種団体と協力してレジ袋無料配布中止に取
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り組んでいるが、さらなる拡大に努める。 

５）資源回収システム等の整備      

●生ごみ減量化の推進のために、生ごみ処理機及びコンポスト容器については助成制

度や、ぼかし肥の無料配布の拡充にも努める。     

●フリーマーケットを開催する場所や情報を提供し、再使用（リユース）によるごみ

の減量推進の場を広げていく。 

●店頭回収するスーパーや集団回収を実施する住民団体等の数を増やし、資源回収の

推進を図る。 

６）住民への協力要請       

発生抑制、再使用の推進のために本町が推進する各種施策への協力を要請する。  

① 資源等分別回収の促進     

●ビン類、缶類、ペットボトル、古紙類、その他プラスチック類等については資源回

収業者または、資源回収日に排出する。 

●家電４品目やパソコンをはじめ販売店等で引取可能なものは、極力引き取ってもら

うようにし適正なルートでの処理・再生を行う。 

●リターナブルビンについては、販売店等に戻すようにする。    

●白色トレイ、牛乳パック等の店頭回収や、本町の分別回収を積極的に利用する。 

●本町が実施するごみの分別収集に協力し、分別区分ごとの正しいごみの出し方を行

っていく。 

●適正な分別への協力やごみ減量に関する町民周知に関しては、「南伊勢町生活カレ

ンダー」の全戸配布を図るほか、「広報みなみいせ」、町ホームページ及び南伊勢町

行政チャンネル文字放送等により周知活動を行い、更なる分別協力度や分別精度の

向上を図る。 

●廃プラスチック類（製品プラスチック）については、鳥羽志勢広域連合、構成市町

とともに、再商品化の実施方法や実施時期について協議を進める。 

② 生ごみの減量化 

計画的に食品を購入し、賞味期限内に使い切るようにするとともに、料理は作れる

分量を工夫するなどして残さず食事する。 

また、生ごみは極力水切りするとともに、ぼかし肥による家庭内での堆肥化等に努

める。 

③ 使い捨て品の使用抑制等 

使い捨て品の使用を極力避け、また、可能な限り物をむだに消費しない生活スタイ

ルを心がける。 

④ 再生品、不用品の再使用（不用品交換の推進） 

トイレットペーパー等の日用品は、再生品を使用するよう努める。 

また、子供の成長過程で活用するものの、使用期間が他の製品と比べ極めて短い製

品のリユースを推進し、無償引き取りを行い、子育て世帯へ無償提供する。 
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なお、その他の不用品については、フリーマーケットやガレージセールの場、本町

や民間団体が提供する不用品交換情報等を活用して、売却または交換する。 

７）事業者への協力要請     

発生抑制、再使用の推進のために排出事業者、製造事業者、流通業者・販売業者に

対して、本町が推進する各種施策への協力を要請する。 

① ごみ排出事業者への施策 

●事業活動にともなって発生するごみは、事業所内での発生・排出抑制及び再生利

用に努めるものとする。また、必要に応じて複数事業者の協力による回収体制を

整備する。 

●多量のごみを排出する事業所は、減量化・再資源化計画を作成し実行していく。

また、従業員に対してごみ減量化・再資源化に関する意識の高揚を図っていく。 

●「グリーン購入法等」を遵守し、事業所で使用する事務用品や日用品等に再生品

を使用するよう努めるとともに、事業活動に使用する原材料についても再生品の

使用に努める。 

●「食品リサイクル法」に基づき、生ごみの堆肥化・減量化を推進する。  

●ごみを排出する場合は、処理施設へ直接搬入するか、一般・産業廃棄物収集運搬

許可業者に委託する。 

② 製造事業者への施策       

●使い捨て容器の製造を自粛し、環境やリサイクルを考えた製品の開発に努める。 

●有効期限ができるだけ長くなるような製品開発に努め、修理サービス等の拡大を

図る。 

●再生資源を用いた製品の開発及び供給を拡大するよう努める。   

●宣伝広告を通じて消費者にごみ減量化・再生利用の意識高揚を促す。   

③ 流通業者・販売業者への施策 

●食品トレイの店頭回収及び過剰包装の抑制や買物袋の持参等に協力してくれる販

売店の協力体制を構築するとともに、各種団体と協力してエコバック持参推進の

取組みを要請する。 

●スーパー等に対し、ペットボトル、食品トレイ、牛乳パック等の店頭回収の協

力・推進を要請する。 

●飲料、酒類のメーカー等に対して、自社製品の容器を再使用や再資源化できる体

制づくりを進めていく旨を要請する。 

●過剰包装を行わず適正包装の促進及び適正包装の方法の開発を行っていく。  

●容器包装等の回収ルートの整備に努める。 

●家電製品等は買い替え時に極力引き取るように努める。 

８）生活排水対策 

住民が生活排水の発生源である各家庭の台所、トイレ、風呂、洗濯機等からの

生活排水に意識を傾け、水環境について正しく理解するための啓発活動を推進す
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る。 

 

（２）処理体制 

ア.生活系ごみの処理体制の現状と今後 

生活系ごみの分別区分及び処理方法の現状と今後については、以下のとおりであ

る。        

○燃えるごみ 

【現 状】 

｢やまだエコセンター｣の高効率ごみ発電施設で焼却処理を行い、スラグ・メタル

を回収し、溶融飛灰について民間事業所に最終処分を委託している。 

【今 後】 

「クリーンセンターなんとう」については、「やまだエコセンター」へのごみ

運搬の中継運搬基地として利活用することを検討している。 

また、可燃性粗大ごみ処理、剪定枝の資源化のため、施設跡地を有効活用した

破砕機の設置（チップ化施設）を検討している。 

○燃えないごみ 

【現 状】 

「やまだエコセンター」のリサイクルセンターで破砕処理するもしくは、｢最終

処分場(クリーンセンターなんとう)｣及び｢南勢一般廃棄物最終処分場｣に直接埋

め立て処分する。 

【今 後】 

燃えないごみは、現状の処理体制を維持する。 

○粗大ごみ 

【現 状】 

「やまだエコセンター」のリサイクルセンターに搬入し、資源化している。 

【今 後】 

「さいたエコ・センター」については、施設の廃止手続きを行い、資源ごみの荒

選別作業場・ストックヤードとしての有効活用を検討している。 

○資源ごみ（紙、ビン類・ガラス類、缶、その他プラスチック、白色トレイ、ペット

ボトル、発砲スチロール、蛍光灯・乾電池） 

【現 状】 

「やまだエコセンター」に搬入し資源化している。 

【今 後】 

現状の処理体制を維持する。 
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○資源ごみ（古着） 

【現 状】 

「クリーンセンターなんとう」及び「南勢一般廃棄物最終処分場」に搬入さ

れ、民間事業所に委託している。 

【今 後】 

現状の処理体制を維持する。 

 

イ.事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

事業系ごみは、事業者自らが減量化し、生活系ごみの分別区分に準じてクリーンセン

ターへ持ち込み、あるいは委託業者が収集し処理を行っている。   

今後、事業者に対しては、資源・環境に配慮した事業活動や商品づくり及び流通シス

テムづくりの推進を要請していく。  

 

ウ.生活排水処理の現状と今後 

現在、し尿及び浄化槽汚泥等は、一般廃棄物収集運搬業の許可を有する事業者が収

集し、鳥羽志勢クリーンセンターに運搬し処理を行っている。 

処理により発生する汚泥は汚泥熱分解処理（肥料）及び堆肥化し、結晶固化塩類等

の処理残渣は、埋立処分しており、今後もこの体制を継続する。 

なお、きりはらコンポストセンターで処理しきれない汚泥については、民間業者に

て埋め立て処理を行っているが、今後センターの改修に伴い、全量を堆肥化していき

たいと考えている。 
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-

さいたエコ・センター

105

-

-選別

416

クリーンセンターなんとう
南勢ストックヤード

破砕・焼却

資源化

白色トレイ

選別 クリーンセンターなんとう

-

圧縮・梱包

さいたエコ・センター

-

資源化

クリーンセンターなんとう
南勢ストックヤード

クリーンセンターなんとう

カン クリーンセンターなんとう

ビン類
ガラス類

その他プラ
スチック

資源化
埋立処分

燃えないごみ

その他プラ
スチック

粗大ごみ(不燃)

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)
南勢一般廃棄物最終処分場

破砕・選別・埋立

バイオガス化

-

ビン類
ガラス類

クリーンセンターなんとう
(仮称)南勢ストックヤード

-

発泡
スチロール

カン

192

資源化

燃えないごみ

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)
南勢一般廃棄物最終処分場

古着

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)

南勢一般廃棄物最終処分場

さいたエコ・センター

破砕・選別・埋立 276

粗大ごみ(可燃) 粗大ごみ(可燃)

さいたエコ・センター

メタン発酵発電施設

ペットボトル

減容固化

粗大ごみ(不燃) 破砕・選別・埋立

クリーンセンターなんとう
(粗大ごみ処理施設)

(ごみ焼却施設)

ペットボトル さいたエコ・センター

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)

南勢一般廃棄物最終処分場

資
源
ご
み

古着

区分 処理方法

2,4683,615

処理量見込
（トン）

燃えるごみ

処理施設等

一次処理

表３.１　生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

現　　　　状　　（H30） 今　　　後　　（R7）

分別区分 処理方法

燃えるごみ

二次処理

-

処理施設等 処理実績（トン）

焼却
クリーンセンターなんとう

(ごみ焼却施設)
メタン発酵発電施設バイオガス化

さいたエコ・センター

紙類 紙類

発泡
スチロール

クリーンセンターなんとう

さいたエコ・センター白色トレイ

583

減容固化さいたエコ・センター

資源化
埋立処分

クリーンセンターなんとう
(仮称)南勢ストックヤード

-

-

-

61

圧縮・梱包

資
源
ご
み

破砕・選別・埋立

-

さいたエコ・センター

105

-

-選別

416

クリーンセンターなんとう
南勢ストックヤード

破砕・焼却

資源化

白色トレイ

選別 クリーンセンターなんとう

-

圧縮・梱包

さいたエコ・センター

-

資源化

クリーンセンターなんとう
南勢ストックヤード

クリーンセンターなんとう

カン クリーンセンターなんとう

ビン類
ガラス類

その他プラ
スチック

資源化
埋立処分

燃えないごみ

その他プラ
スチック

粗大ごみ(不燃)

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)
南勢一般廃棄物最終処分場

破砕・選別・埋立

バイオガス化

-

ビン類
ガラス類

クリーンセンターなんとう
(仮称)南勢ストックヤード

-

発泡
スチロール

カン

192

資源化

燃えないごみ

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)
南勢一般廃棄物最終処分場

古着

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)

南勢一般廃棄物最終処分場

さいたエコ・センター

破砕・選別・埋立 276

粗大ごみ(可燃) 粗大ごみ(可燃)

さいたエコ・センター

メタン発酵発電施設

ペットボトル

減容固化

粗大ごみ(不燃) 破砕・選別・埋立

クリーンセンターなんとう
(粗大ごみ処理施設)

(ごみ焼却施設)

ペットボトル さいたエコ・センター

クリーンセンターなんとう
(一般廃棄物最終処分場)

南勢一般廃棄物最終処分場

資
源
ご
み

古着

区分 処理方法

2,4683,615

処理量見込
（トン）

燃えるごみ

処理施設等

一次処理

表３.１　生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

現　　　　状　　（H30） 今　　　後　　（R7）

分別区分 処理方法

燃えるごみ

二次処理

-

処理施設等 処理実績（トン）

焼却
クリーンセンターなんとう

(ごみ焼却施設)
メタン発酵発電施設バイオガス化

さいたエコ・センター

紙類 紙類

発泡
スチロール

クリーンセンターなんとう

さいたエコ・センター白色トレイ

583

減容固化さいたエコ・センター

資源化
埋立処分

クリーンセンターなんとう
(仮称)南勢ストックヤード

-

-

-

61

圧縮・梱包

資
源
ご
み

破砕・選別・埋立

一次処理 二次処理

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

クリーンセンターなんとう
（一般廃棄物最終処分場）

南勢一般廃棄物最終処分場
（前処理施設・最終処分場）

やまだエコセンター
（高効率ごみ発電施設）
最終処分（溶融飛灰）

（民間委託）

-

古着
選別、圧縮成
型、梱包、貯

留

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

-

蛍光灯・乾電池 - 民間事業所

カン
選別、圧縮成
型、梱包、貯

留

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

-

紙類
選別、圧縮成
型、梱包、貯

留

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

-

圧縮・梱包
やまだエコセンター

（リサイクルセンター）
-

ビン類
ガラス類

選別、圧縮成
型、梱包、貯

留

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

-
260

発砲スチロール
選別、圧縮成
型、梱包、貯

留

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

-

白色トレイ

資
源
ご
み

その他
プラスチック

資
源
化

選別、圧縮成
型、梱包、貯

留

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

-

選別、圧縮成
型、梱包、貯

留

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

-

ペットボトル

やまだエコセンター
（リサイクルセンター）

クリーンセンターなんとう
（一般廃棄物最終処分場）

南勢一般廃棄物最終処分場
（前処理施設・最終処分場）

資源化（スラグ・メタル）
埋立処分

193

粗大ごみ（可燃） 破砕・選別・焼却
やまだエコセンター

（リサイクルセンター）
資源化（スラグ・メタル）

埋立処分

102

燃えないごみ 破砕・選別・埋立

粗大ごみ（不燃） 破砕・選別・埋立

処理量見込（トン）

燃えるごみ 焼却

やまだエコセンター
（高効率ごみ発電施設）
最終処分（溶融飛灰）

（民間委託）

- 1973

今　　　後（R7）

分別区分 処理方法
処理施設等
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２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えるごみ

主なごみの例

今　　　後　　（R7）

区分

生ごみ、紙類や紙おむつなど、かばん、乾燥剤・くつ、食用
油、木くず

タンス、タタミ、机、フスマ、布団

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

シャンプー・洗剤・乳酸菌飲料などのボトル、
ボトルのふた、プリン・卵パック・コンビニな
どの弁当容器・惣菜のパック　等

粗大ごみ(可燃)

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

識別表示マークがついたもの。

収集頻度
収集場所

生ごみ、紙類や紙おむつなど、かばん、乾燥剤・くつ、食用油、木
くず

一斗缶以下の鉄類、小さな電気製品類、時計とアルミ箔、かさの
骨、ナイフ・はさみ

一斗缶以下の鉄類、小さな電気製品類、時計とアルミ箔、か
さの骨、ナイフ・はさみ

タンス、タタミ、机、フスマ、布団

２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

掃除機・ポット・家電品、ストーブ・ガス台、扇風機・オー
ディオ・傘、家電5品目

資
源
ご
み

粗大ごみ(不燃)

週３回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えないごみ

主なごみの例

表３.１補足　生活系ごみの分別区分とその廃棄物の主な内容

綿や絹の古布、シャツ・タオルなど

ビン・ガラス・コップ、花びん・植木鉢、茶碗・皿などの食
器類、蛍光灯、茶色のビン、無色のビン、その他の色

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

現　　　　状　　（H25）

週３回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えないごみ

区分

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えるごみ

発泡
スチロール

白色トレイ

収集頻度
収集場所

ペットボトル ペットボトル

白色トレイ
週１回

ごみｽﾃｰｼｮﾝ

識別表示マークがついたもの。

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

発泡
スチロール

白色のトレイ

資
源
ご
み

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

新聞、雑誌・その他紙、ダンボール、紙パック

トロ箱、緩衝材類

その他プラ
スチック

週１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

週１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

紙類

ビン類
ガラス類

古着

カン
 アルミ缶、スチール缶、スプレー缶・カートリッジ式ガス
ボンベ、缶詰類

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

ビン類
ガラス類

綿や絹の古布、シャツ・タオルなど

カン
月２回

ごみｽﾃｰｼｮﾝ
 アルミ缶、スチール缶、スプレー缶・カートリッジ式ガスボンベ、
缶詰類

紙類
月１回

ごみｽﾃｰｼｮﾝ

古着

新聞、雑誌・その他紙、ダンボール、紙パック

トロ箱、緩衝材類

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

ビン・ガラス・コップ、花びん・植木鉢、茶碗・皿などの食器類、
蛍光灯、茶色のビン、無色のビン、その他の色

白色のトレイ

その他プラ
スチック

週１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

粗大ごみ(可燃)

２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

粗大ごみ(不燃)

シャンプー・洗剤・乳酸菌飲料などのボトル、ボトルの
ふた、プリン・卵パック・コンビニなどの弁当容器・惣
菜のパック　等

掃除機・ポット・家電品、ストーブ・ガス台、扇風機・オーディ
オ・傘、家電5品目

変更なし

２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えるごみ

主なごみの例

今　　　後　　（R7）

区分

生ごみ、紙類や紙おむつなど、かばん、乾燥剤・くつ、食用
油、木くず

タンス、タタミ、机、フスマ、布団

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

シャンプー・洗剤・乳酸菌飲料などのボトル、
ボトルのふた、プリン・卵パック・コンビニな
どの弁当容器・惣菜のパック　等

粗大ごみ(可燃)

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

識別表示マークがついたもの。

収集頻度
収集場所

生ごみ、紙類や紙おむつなど、かばん、乾燥剤・くつ、食用油、木
くず

一斗缶以下の鉄類、小さな電気製品類、時計とアルミ箔、かさの
骨、ナイフ・はさみ

一斗缶以下の鉄類、小さな電気製品類、時計とアルミ箔、か
さの骨、ナイフ・はさみ

タンス、タタミ、机、フスマ、布団

２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

掃除機・ポット・家電品、ストーブ・ガス台、扇風機・オー
ディオ・傘、家電5品目

資
源
ご
み

粗大ごみ(不燃)

週３回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えないごみ

主なごみの例

表３.１補足　生活系ごみの分別区分とその廃棄物の主な内容

綿や絹の古布、シャツ・タオルなど

ビン・ガラス・コップ、花びん・植木鉢、茶碗・皿などの食
器類、蛍光灯、茶色のビン、無色のビン、その他の色

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

現　　　　状　　（H25）

週３回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えないごみ

区分

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

燃えるごみ

発泡
スチロール

白色トレイ

収集頻度
収集場所

ペットボトル ペットボトル

白色トレイ
週１回

ごみｽﾃｰｼｮﾝ

識別表示マークがついたもの。

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

発泡
スチロール

白色のトレイ

資
源
ご
み

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

新聞、雑誌・その他紙、ダンボール、紙パック

トロ箱、緩衝材類

その他プラ
スチック

週１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

週１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

紙類

ビン類
ガラス類

古着

カン
 アルミ缶、スチール缶、スプレー缶・カートリッジ式ガス
ボンベ、缶詰類

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

ビン類
ガラス類

綿や絹の古布、シャツ・タオルなど

カン
月２回

ごみｽﾃｰｼｮﾝ
 アルミ缶、スチール缶、スプレー缶・カートリッジ式ガスボンベ、
缶詰類

紙類
月１回

ごみｽﾃｰｼｮﾝ

古着

新聞、雑誌・その他紙、ダンボール、紙パック

トロ箱、緩衝材類

月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

月２回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

ビン・ガラス・コップ、花びん・植木鉢、茶碗・皿などの食器類、
蛍光灯、茶色のビン、無色のビン、その他の色

白色のトレイ

その他プラ
スチック

週１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

粗大ごみ(可燃)

２ヶ月１回
ごみｽﾃｰｼｮﾝ

粗大ごみ(不燃)

シャンプー・洗剤・乳酸菌飲料などのボトル、ボトルの
ふた、プリン・卵パック・コンビニなどの弁当容器・惣
菜のパック　等

掃除機・ポット・家電品、ストーブ・ガス台、扇風機・オーディ
オ・傘、家電5品目

変更なし

蛍光灯・乾電池
月１回

ごみステーション
直管型蛍光管、サークル型蛍光管、電球型蛍光管、マンガン乾電
池、アルカリ乾電池

古着
月１回

ごみステーション
綿や絹の古布、シャツ・タオルなど

紙類
月１回

ごみステーション
新聞、雑誌・その他紙、ダンボール、紙パック

カン
月２回

ごみステーション
アルミ缶、スチール缶、スプレー缶・カートリッジ式ガスボンベ、
缶詰類

ビン類
ガラス類

月２回
ごみステーション

ビン・ガラス・コップ、花びん・植木鉢、茶碗・皿などの食器類、蛍光
灯、茶色のビン無色のビン、その他の色

月２回
ごみステーション 識別表示マークがついたもの。

発砲スチロール
週１回

ごみステーション
トロ箱、緩衝材類

週１回
ごみステーション

シャンプー・洗剤・乳酸菌飲料などのボトル、
ボトルのふた、プリン・卵パック・コンビニな
どの弁当容器・惣菜のパック　等

白色トレイ
週１回

ごみステーション
白色のトレイ

資
源
ご
み

その他
プラスチック

ペットボトル

粗大ごみ（不燃）
２か月1回

ごみステーション
掃除機・ポット・家電品、ストーブ・ガス台、扇風機・オーディオ・傘、
家電５品目

粗大ごみ（可燃）
２か月１回

ごみステーション
タンス、タタミ、机、フスマ、布団

燃えないごみ
月２回

ごみステーション
一斗缶以下の鉄類、小さな電気製品類、時計、アルミ箔、かさの
骨、ナイフ・はさみ

燃えるごみ
週３回

ごみステーション
生ごみ、紙類や紙おむつなど、かばん、乾燥剤・くつ、食用油、
木くず

今　　　後 （R7）

区分
収集頻度
収集場所

主なごみの例
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（３）処理施設の整備 

１）廃棄物処理施設の整備 

上記(2)の表３.１に示した処理体制で処理を行うため、表３.２のとおり必要な施

設整備を行う。 

表３.２ 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

（全体事業

期間） 

国土 

強靭化 

プラ要件化

の経過措置

の適用事業 

１ 

整備施設種類 

中継施設 

施設名 

（仮称）南伊勢

町中継施設 

中 継 施 設

整備事業 
約 10.6t/日 

南伊勢町 

東宮２２９７

番地 

R６ 

（R6～R9） 
― 

 

 

〇 

 

(整備理由) 

   令和５年４月より町営一般廃棄物処理施設(クリーンセンターなんとう)及び町営再

資源化処理施設(さいたエコセンター)の２つの施設を休止し、鳥羽志勢広域連合やま

だエコセンターにて可燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみの中間処理を行っているが、当町

より、鳥羽志勢広域連合やまだエコセンターまでは、市町境より約２６ｋｍ、クリー

ンセンターなんとうより約４４ｋｍあり、当初計画によるストックヤード建設よりも  

中継運搬施設を設けることが広域化に伴う収集運搬業務の効率化を図ることが当町に

は必要であるため。 

 

２）合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備は，表３.３のとおり行う。 

 

表３.３ 合併処理浄化槽の整備計画 

事 業 事業主体 

直近の整備済 

基数（基） 

(平成 30(2018)

年度) 

整備計画 

基数 

（基） 

整備計画 

人口 

（人） 

事業期間 国土強靭化 

浄 化 槽 設 置

整備事業 
南伊勢町 133 10 60 

R2 年度～

R6 年度 
― 

公 共 浄 化 槽

等 整 備 推 進

事業 

南伊勢町 397 78 595 
R2 年度～

R6 年度 

 

― 

合  計  530 88 655   
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（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表３.４のとおり計画支援事業を行う。 

 

表３.４ 実施する計画支援事業 

事業

番号 

事  業  名 事業内容 事業 

期間 

国土 

強靭化 

プラ要件化の経過

措置の適用事業 

１ 
中継施設整備（事業番号

1）に係る計画支援事業 

解体工事設計、

中継施設設計等 
R6、R8 

 

― 

 

〇 

 

（５）その他の施策 

地域循環型社会の形成を推進するために次の施策を実施する。 

 

ア.廃家電のリサイクルに関する普及啓発  

廃家電のリサイクルは、特定家庭用機器再商品化法に基づく適切な回収、再商品化

がなされるよう関連団体や小売店などと協力して普及啓発する。 

 

イ.不法投棄対策   

不法投棄を未然に防ぐため、地域や警察と連携し、事業者や周辺住民の協力のもと、

監視・指導・防止体制の強化、定期的な清掃や看板等を設置して、不法投棄が行われ

ないような環境づくりを推進する。また、こうした活動を行う住民団体や事業者など

を積極的に支援し、不法投棄の撲滅に努めるものとする。 

 

ウ.災害廃棄物処理 

災害等（市町村等が設置する一般廃棄物処理施設等の事故及び故障等を含む）に伴

い発生した災害廃棄物は、本町の地域防災計画に基づき平成 22 年度に策定した災害

廃棄物処理計画を平成 29 年度に更新することにより、多量に発生するごみの処理や

一時保管等具体的内容を明確にした。災害時には、平成 16 年 10 月 29 日から適用さ

れている「三重県災害等廃棄物処理応援協定書」に基づいて、県、広域連合、周辺自

治体のほか廃棄物処理業者等の支援・協力を得ながら、災害廃棄物を迅速かつ円滑に

除去するとともに、適正に処理処分する。また、必要に応じて災害廃棄物処理計画の

見直しを行うとともに、その運用マニュアルの策定等を行うものとする。なお、災害

発生時に備えて平常時に、三重県及び三重県内の各市町等で構成する三重県清掃協議

会を通じて、災害廃棄物処理対策に関する情報交換や連絡を行うことにより、県、広

域連合、周辺自治体と連携した円滑な相互支援・協力体制の整備を図るとともに、一
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時保管場所及び処理・処分場所の確保に努め、機材・人員配置、地元対策などの調整

を行うものとする。 

 

エ. 海岸漂着物対策 

三重県海岸漂着物対策推進計画において最重点地区に指定されている区域につい

ては、海岸管理者、県、市町が民間団体等と連携し，清掃活動を拡大・活性化すると

しており、町の役割として回収，分別，運搬及びごみ処理施設における受入・処理に

係る支援，協力等としている。 

本町においても，三重県の対策推進計画に基づき，近隣市町とも連携し必要な支援

及び協力体制を構築する。 

 

４.計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

南伊勢町は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応

じて、三重県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに

計画の事後評価、目標達成状況を評価する。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定等に反映させるものと

する。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すもの

とする。 

 



添付１　対象地域図

資1



添付２
各施設のハザードマップ

②南勢クリーンセンター周辺

資2



③きりはらコンポストセンター周辺

資3



さいたエコセンター

④さいたエコセンター（旧鳥羽志勢資源ごみ処理場）、⑤南勢一般廃棄物最終処分場周辺
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⑥クリーンセンターなんとう周辺
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鳥羽志勢クリーンセンター周辺
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やまだエコセンター周辺
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１

地域名 人 地域面積

設立、認可予定：

２

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

437

252

3,907

1.05

－

298 213

731 508

－

( 6.5%)

(6)
構成市町村に一部事務組合等が
含まれる場合、当該組合の状況

0.880.88

排 出 量

総排出量（トン）

422

過去の状況・現況（排出量に対する割合）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

599 644

平成30年度平成29年度

672

0.72 0.79

258

0.97

2,702 (H30比 -30.8%)

一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

4,579

目　標

合 計

事業系
１事業所当たりの排出量（ﾄﾝ/事業所）

4,954

総排出量（トン）

283

5,076

年 　指標・単位

569

本町の一般廃棄物処理計画は、令和2年度に本地域計画と関連付けながら、見直しを図る計画である。

減 量 化 量 (68%)

828

2,472

１人当たりの排出量（kg/人）
生活系

総資源化量　（トン） 908

( 8.5%) 376

274

887 (17.5%)

(14.3%) 894

－

(16.5%)(18.3%)

－

(17.6%)

3,295

事業系生活系の総排出量合計（トン）

エネルギー回収量

再 生 利 用 量
直接資源化量（トン）

4,507

(67.3%) (64.9%)

( 7.4%)

710最 終 処 分 量 埋立最終処分量（トン）

3,336

エネルギー回収量（年間の発電電力量　MWH）

減量化量（中間処理前後の差　トン）

(16.2%)

4,404

( 7.5%)349

742768

4,657 4,763

( 6.8%)323 ( 6.8%)

(H30比 -31.4%)3,139

264

(16.0%)(15.6%)

4,1194,058

252

550

-

その他過疎

-

設立されていない場合、今後の見通し：

※　交付金要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目

令和7年度

組合を構成する市町村：

沖縄 半島

(H30比 -35.0%)

様式１

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１（令和2年度）

(1)

(4)

km2

人口地域の要件※ 豪雪

三重県　南伊勢町

- 山村

(H30.10.1現在)

地域の概要

12,872

奄美離島

241.89(3)(2) 地域内人口

構成市町村等名 (5) 面積

722

－ －

(67%)

624

※２　減量化、再生利用の現状と目標を次ページに示す。

(70.4%)

(5.1%)(13.6%)

3,2243,193 (78.8%)

(15.5%) (17.4%)

※１　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。（様式１添付１）

159

3,167
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３ 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

ごみ焼却施設 南勢クリーンセンター 南伊勢町 機械化バッチ燃焼方式
20ｔ/日

（10ｔ/8ｈ×2炉）
H1.3 H20.6 ―

ごみ焼却施設 クリーンセンターなんとう 南伊勢町 機械化バッチ燃焼方式

16.48ｔ/日
（8.24ｔ/8.79ｈ×2

炉）
H10.4 R5.3 R7.5

粗大ごみ処理施設
クリーンセンター

なんとう
南伊勢町 併用 9.0ｔ/日 H3.3 R5.3 ―

ごみ焼却施設 やまだエコセンター 鳥羽志摩広域連合 ピットアンドクレーン方式
95.0t/日

（47.5t/24h×2炉）
H26.3 ― ―

容器包装リサイクル推進施設
さいたエコ・セン

ター
南伊勢町

選別、圧縮、
梱包

7.0ｔ/日 H14.10 ― ―

堆肥化施設 きりはらコンポストセンター 南伊勢町 高速発酵堆肥化処理 2.0ｔ/日 H14.4 ― ―

埋立処分施設 南勢一般廃棄物最終処分場 南伊勢町 準好気性埋立サンドイッチ方式
5,033㎡
47,600㎥

H2.4 R5.3 ―

埋立処分施設 クリーンセンターなんとう 南伊勢町 準好気性埋立工法セル方式
8,000㎡
30,000㎥

H3.3 ― ―

リサイクルセンター やまだエコセンター 鳥羽志摩広域連合
破砕、選別、圧縮成型、梱包、貯

留 47.0 t/5h H26.3 ― ― 浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

(浸水深2.0～5.0m)施設への浸水により施設が利
用出来ない場合はクリーンセンターなんとうの施
設内で処理を行う。

想定される浸水深と対策 備考

浸水想定なし

浸水想定なし

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無
（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対策
プラスチック再商品

化を実施するため

の施設整備事業
備考

中継施設
（仮称）南伊勢町

中継施設
南伊勢町 ごみ貯留排出方式 10.6t/日 R9.5新設予定 広域化のための新設

有
クリーンセンターなんとう

R6.5～R10.3 浸水想定なし -
クリーンセンターなんと
うの跡地に整備
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（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無
（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対策
プラスチック再商品

化を実施するため

の施設整備事業
備考

中継施設
（仮称）南伊勢町

中継施設
南伊勢町 ごみ貯留排出方式 10.6t/日 R9.5新設予定 広域化のための新設

有
クリーンセンターなんとう

R6.5～R10.3 浸水想定なし -
クリーンセンターなんと
うの跡地に整備
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４

※１　別添資料として汚水衛生処理人口のトレンドグラフを添付する。（様式１添付３）

 ※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

処理人口 目標年次

10 60 R7年度

78

3,4954,0444,180未処理人口

397

処理人口

269

800

備考

H13.4

現有施設の内容

基数

整備予定基数の内容

基数

133

浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

3,957

公共浄化槽等整備推進事業

事業主体

南伊勢町

南伊勢町

20.4% 20.5%

汚水衛生処理率又は衛生処理人口普及率

595 R7年度

開始年月

H9.4

施設種別

浄化槽設置整備事業

５

10.7%

32.8% 36.4%

4,282

1,379

農業集落排水施設等

汚水衛生未処理人口（人）

1,398

11.3%

6.1%

10.4%

平成30年度平成29年度

1,379汚水衛生処理人口（人）

6.0%汚水衛生処理率又は衛生処理人口普及率 6.0%

10.7%

6.1%

年 平成27年度

2,773

20.5%

　

　指標・単位

合併処理浄化槽等
11.1%

785

公共下水道
2,821

3,335 1,547

生活排水処理の現状と目標

総人口 13,054

汚水衛生処理率又は衛生処理人口普及率

（人）

過去の状況・現況

漁業集落排水施設等

1,545

4,580 4,855

汚水衛生処理人口（人）

12,872

2,643

13,980

汚水衛生処理率又は衛生処理人口普及率 32.8%

汚水衛生処理人口（人）

目　標

829

6.0%

20.5%

9,060

1,856

令和7年度

6.5%

汚水衛生処理人口（人）

2,714

1,674

18.4%

542

38.0%

3,441

20.2%

平成28年度

20.2%

4,686

平成26年度

2,632

810828

13,624 13,253

4,434

1,554

32.5% 36.6%

845
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 495

事業所 765 718 679 667 642 619 596 575 554 534 514 495

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

トン 550 569 599 644 672 545 526 506 488 470 453 437

可燃ごみ トン 550 569 599 644 672 545 526 506 488 470 453 437

不燃ごみ トン - - - - - - - - - - - - 

資源ごみ トン - - - - - - - - - - - - 

粗大ごみ トン - - - - - - - - - - - - 

ﾄﾝ/事業所 0.72 0.79 0.88 0.97 1.05 0.88 0.88 0.88 0.88 0.88 0.88 0.88

事業系ごみ　総排出量

様式１添付１

指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ

【事業所数の実績と予測】
実績　※ 予測

※　推計には、平成21年度､平成23年度､平成26年度経済センサス-基礎調査結果及び平成28年度 経済センサス-活動調査結果を用いており、平成27､29､30年度の値は推計値

事業所数

【事業系ごみの実績と予測】
実績 予測

1事業所当たりの排出量

0

100

200

300

400

500

600

700

800

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 495

事業所数

事業所数

（事業所）

事
業
所

実績 予測

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0

100

200

300

400

500

600

700

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ 粗大ごみ 1事業所当たりの排出量

（トン） （ﾄﾝ/事業所）

事
業
系
ご
み

排
出
量

一
事
業
所
当
た
り
の
排
出
量

実績 予測

*人口予測は､国立社会保障･人口問題研究所の推計人口データを採用しています。
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人 13,054 13,980 13,624 13,253 12,872 11,228 10,837 10,482 10,127 9,772 9,417 9,060

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

トン 4,404 4,507 4,058 4,119 3,907 3,357 3,232 3,126 3,020 2,922 2,807 2,702

可燃ごみ トン 3,280 3,231 3,069 3,028 2,943 2,525 2,430 2,351 2,271 2,197 2,112 2,032

不燃ごみ トン 326 514 276 372 276 240 230 223 215 209 200 192

資源ごみ トン 709 672 631 619 583 517 498 482 465 450 433 416

粗大ごみ トン 89 90 82 100 105 76 73 71 68 66 63 61

kg/人 283 274 252 264 258 253 252 252 252 253 252 252

【生活系ごみの実績と予測】

実績 予測

人口

【人口の実績と予測】

実績 予測

生活系ごみ　総排出量

1人当たりの排出量

0

50

100

150

200

250

300

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ 粗大ごみ 1人当たりの排出量

（トン） （kg/人）

（年度）

家
庭
系
ご
み

排
出
量

一
人
当
た
り
の
排
出
量

実績 予測

0

5,000

10,000

15,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人口

（人）

（年度）

人
口

実績 予測
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

トン 908 887 768 742 731 631 607 588 567 549 527 508

直接資源化量 トン 422 376 349 323 298 264 255 246 238 230 221 213

処理後再生利用量 トン 486 511 419 419 433 366 352 341 329 319 306 295

％ 18.3 17.5 16.5 15.6 16.0 16.2 16.2 16.2 16.2 16.2 16.2 16.2

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

トン 3,336 3,295 3,167 3,193 3,224 2,738 2,636 2,548 2,461 2,670 2,567 2,472

リサイクル率

総資源化量

実績 予測

減量化量

【減量化量の実績と予測】

【再生利用量の実績と予測】

実績 予測

0.0

10.0

20.0

0

500

1,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

直接資源化量 処理後再生利用量 リサイクル率

（トン） （％）

再
生
利
用
量

リ
サ
イ
ク
ル
率

実績 予測

0

1,000

2,000

3,000

4,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

減量化量

（トン）

（年度）

減
量
化
量

実績 予測
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

トン 710 894 722 828 624 534 514 497 480 173 166 159

直接最終処分量 トン 156 328 170 269 170 148 142 137 133 129 123 118

処理後最終処分量 トン 554 566 552 559 454 386 372 360 347 44 43 41

実績

最終処分量

【最終処分量の実績と予測】

予測

0

1,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

直接最終処分量 処理後最終処分量
（トン）

最
終
処
分
量

実績 予測
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         様式１添付２               地域内の施設の現況と予定（位置図） 

①

②
③

④

⑤

⑥⑦

⑧

番号 名称 備考
① 南伊勢町役場（南勢庁舎）
② 南勢クリーンセンター 休止
③ きりはらコンポストセンター
④ さいたエコ・センター
⑤ 南勢一般廃棄物最終処分場
⑥ クリーンセンターなんとう ごみ焼却処理施設、粗大ごみ処理施設、最終処分場
⑦ （仮称）南伊勢町中継施設 新設予定
⑧ 南伊勢町役場（南島庁舎）
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人 13,054 13,980 13,624 13,253 12,872 11,228 10,837 10,482 10,127 9,772 9,417 9,060

人 9,097 9,800 9,580 9,758 9,537 9,248 8,959 8,670 8,381 8,092 7,803 1,939

汚水衛生処理率 ％ 69.7 70.1 70.3 73.6 74.1 82.4 82.7 82.7 82.8 82.8 82.9 82.9

公共下水道 人 2,632 2,821 2,773 2,714 2,643 2,531 2,419 2,307 2,195 2,083 1,971 1,856

％ 20.2 20.2 20.4 20.5 20.5 22.5 22.3 22.0 21.7 21.3 20.9 20.5

農業集落排水施設等 人 785 845 828 810 829 788 747 706 665 624 583 542

％ 6.0 6.0 6.1 6.1 6.5 7.0 6.9 6.7 6.6 6.4 6.2 6.0

漁業集落排水施設等 人 4,282 4,580 4,434 4,855 4,686 4,508 4,330 4,152 3,974 3,796 3,618 3,441

％ 32.8 32.8 32.5 36.6 36.4 40.1 40.0 39.6 39.2 38.8 38.4 38.0

合併処理浄化槽等 人 1,398 1,554 1,545 1,379 1,379 1,421 1,463 1,505 1,547 1,589 1,631 1,674

％ 10.7 11.1 11.3 10.4 10.7 12.7 13.5 14.4 15.3 16.3 17.3 18.4

人 3,957 4,180 4,044 3,495 3,335 1,980 1,878 1,812 1,746 1,680 1,614 1,547未処理人口

予測

総人口

汚水衛生処理人口

様式１添付３

汚水衛生処理人口のトレンドグラフ

【生活排水処理の実績と予測】

実績

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

公共下水道 農業集落排水施設等 漁業集落排水施設等

合併処理浄化槽等 未処理人口 汚水衛生処理率
（人） （％）

（年度）

汚
水
衛
生
処
理
人
口

汚
水
衛
生
処
理
率

実績 予測
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様式１添付４

生活排水処理構想エリアマップ
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単位 開始 終了

10.6 t/日 R6 R9

10 基 R2 R6

78 基 R2 R6

R6 R8

R6～R10:合計値
（参考）519307

備考

R6～R10:合計値
（参考）354330

R6～R10:合計値
（参考）354330

R6～R10:合計値
（参考）118477

R6～R10:合計値
（参考）3730

R6～R10:合計値
（参考）114747

R6～R10:合計値
（参考）28000

R6～R10:合計値
（参考）28000

R6～R10:合計値
（参考）500807

0

3,730 746 746 746 746 746

102,701 36,781 20,844 20,844 20,844 20,844

37,527

173,261 104,357 118,931 71,693 189,646 21,590合　　　計 173,261 104,357 126,188 74,992 197,590 21,59016,445 16,445 16,445 19,569 16,445

○施設整備に関する
　計画支援事業

17,000 0 11,000 0

17,000 17,000 0 11,000 0
中継施設整備に係る計画支援事
業

1 南伊勢町 17,000

17,000

0 17,000 0 11,000 0 0

0

R6～R10:合計値
（参考）28000

0

16,445 19,569 16,445

0 0

017,000 17,000 0 11,000 00 0 00
R6～R10:合計値
（参考）28000

0

0

0 0 0 0

公共浄化槽等整備推進事業 南伊勢町 102,701 36,781 20,844 20,844 20,844 20,84415,699 18,823 15,69915,699

中継施設整備（旧焼却施設解体
撤去工事）

浄化槽設置整備事業 南伊勢町 3,730 746 746 746 746

○浄化槽に関する事業 106,431 37,527 21,590 21,590 21,590

746 746 746746

1 南伊勢町 49,830

21,590 21,590 21,590 21,590

49,830 0 0 0 0

16,445 16,445 19,569 16,445

49,830 97,341 39,103 168,056 0

49,830 97,341 39,103 168,056 0

○中継施設整備に関する事業 49,830 49,830 104,598 42,402 176,000 0

様式２

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事業種別
事業
番号

事業主体
名称

規模
事業期間
交付期間

総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

令和
10年度

（参考）

令和
10年度

（参考）

令和
6年度

令和
7年度

（参考）

令和
8年度

（参考）

令和
9年度

（参考）
事業名称

令和
6年度

令和
7年度

（参考）

令和
8年度

（参考）

令和
9年度

（参考）

令和
3年度

令和
2年度

0

令和
4年度

令和
5年度

0 0

0 0 0

21,590

746

備考

R6～R10:合計値
（参考）372830

R6～R10:合計値
（参考）372830

R6～R10:合計値
（参考）118477

R6～R10:合計値
（参考）3730

R6～R10:合計値
（参考）114747

0

49,830

106,431

746 746

15,699 15,699

令和
4年度

令和
5年度

0 0 0 0

令和
2年度

0

18,823 15,699

令和
3年度

49,830 104,598 42,402 176,000 0

16,445 19,569 16,445

0

16,445

746 746

0
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【参考資料様式４】 

 

施設概要（廃棄物運搬中継施設系） 

都道府県名     三重県 

 

 

(1) 事業主体名    

 

 

南伊勢町 

 

 

(2) 施設名称 

 

 

（仮称）南伊勢町中継施設 

 

 

(3) 工期 

 

 

 令和６年度（令和６年度 ～ 令和９年度） 

 

(4) 施設規模 

 

 

処理能力  10.6ｔ／日 

 

(5) 形式及び処理方式 

 

ごみ種別（ 可燃 ・ 不燃 ・ その他（焼却残渣） ） 

 

(6) 地域計画内の役割 

 

 

広域処理に伴い休止したクリーンセンターなんとう（焼却施設）の一部解体

撤去とその跡地を有効利用して、中継施設を整備する。 

 

 

(7) 広域化・集約化内容 

 

 

鳥羽志勢広域連合が運営・管理するやまだエコセンターへのごみ運搬の中継

施設として利活用する。 

 

 

(8) 廃焼却施設解体工事

  の有無 

 

 

  有   無 

 

 

 

(9) 総事業計画額 

４９,８３０千円(全体：３７２，８３０千円) 

うち、交付対象事業費４９，８３０千円 

(全体：３５４，３３０千円) 
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【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名     三重県 

 

(1) 事業主体名 南伊勢町 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

おおむね100人未満の集落及び集合処理施設の導入に適さない地域、

ならびに関連水域の水質保全、生活環境の整備に早急に対応が必要とさ

せる地域について浄化槽により整備する。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 

令和２年度 ～ 令和６年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 交付対象事業費３，７３０千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（ 60人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 ５基（     25人分） 1,660,000 1,660,000 1,660,000 

6～ 7人槽 ５基（     35人分） 2,070,000 2,070,000 2,070,000 

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
10基（   60人分） 

※基数の合計には、宅内配管

費、撤去費、改築費を除く。 
3,730,000 3,730,000 3,730,000 
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【参考資料様式７】 
施設概要（浄化槽系） 

都道府県名     三重県 
 

(1) 事業主体名 南伊勢町 

(2) 事業名称 公共浄化槽等整備推進事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

おおむね100人未満の集落及び集合処理施設の導入に適さない地域、

ならびに関連水域の水質保全、生活環境の整備に早急に対応が必要とさ

せる地域について公共浄化槽により整備する。 
(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 

令和２年度 ～ 令和６年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費     102,701千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費   千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費          千円 

【公共浄化槽等整備推進事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   595人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 25基（    125人分） 20,925,000 20,925,000 20,925,000 

6～ 7人槽 40基（    280人分） 41,720,000 41,720,000 41,720,000 

8～10人槽 10基（    100人分） 13,750,000 13,750,000 13,750,000 

11～15人槽 基（       人分）    

16～20人槽 基（       人分）    

21～25人槽 2基（     50人分） 8,280,000 8,280,000 8,280,000 

26～30人槽 基（       人分）    

31～40人槽 
 

1基（     40人分） 
5,592,000 5,592,000 5,592,000 

41～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

共同浄化槽 人槽 基（   戸数）    

宅内配管費 12基 3,600,000 1,800,000 1,800,000 

撤去費 基    

雨水貯留槽 
等再利用 

基    

改築費（災害） 基    

改築費（長寿命化） 87基 5,680,000 5,410,000 5,410,000 

事務費  3,156,000 2,100,000 2,100,000 

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

調査費    

計画策定等調査費 15,000,000 3,124,000 3,124,000 

効果的な転換促進及び 
管理適正化推進費 

   

合 計 
 78基（ 595人分） 

※基数の合計には、宅内配管

費、撤去費、改築費を除く。 
117,703,000 102,701,000 102,701,000 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名     三重県 

 

(1) 事業主体名 南伊勢町 

(2) 事業目的 広域処理に伴う中継施設整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

 

クリーンセンターなんとう焼却炉棟解

体工事設計図書作成業務 

 

 

サテライトセンター（中継運搬・保管施

設）設置設計図書作成業務 

 

 

(4) 事業期間 

 

 

令和６年度５月～ 

   令和６年度２月末 

 

令和８年度８月～ 

   令和８年度３月末 

 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

・解体工事設計 

 

 

・中継施設設計 

 

 

(6) 総事業計画

額 ※1 

17,000千円(全体：17,000千円) 

うち、交付対象事業費17,000千円 

(全体：17,000千円) 

0千円(全体：11,000千円) 

うち、交付対象事業費0千円 

(全体：11,000千円) 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧書

きすること。 

 


